
                                             単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【農政課】 

 

農政企画調整費 

 

 

31,700 

（34,301） 

 

 寄     100 

 

繰       1,541 

 

○一      30,059 
 

 

 

１ 「世界農業遺産」プロジェクト推進事業        13,400 

 

「世界農業遺産」の認定に向けて、協議会の設立など推進体制

を強化するとともに、プロモーション映像の作成、シンポジウ

ムの開催などの情報発信により、県民の認知度向上と機運の盛

り上げを図る。 

 

 

 

 

【食のブランド推進課・ 

農業経営課】 

 

マーケティング戦略推

進事業費 

 

 

 

50,127 

        (29,272) 

 

国      15,476 

 

繰         140 

 

○一      34,511 

 

 

 

○新 創１ 首都圏「滋賀の食材」プロモーション・流通促進事業 

19,232 

 

 2020 年東京オリンピック・パラリンピック開催を見据え、首

都圏情報発信拠点（予定）を最大限活用しながら、生産者団体

等と連携して首都圏等における滋賀の「食」の魅力発信、販路

開拓を強化することで「滋賀の食材」のブランド力強化を図る。 

 

 

 

 

○新 創２ ＦＯＯＤ ＢＲＡＮＤ ＯＨ！ＭＩ海外プロモーション事業               

12,426 

 

滋賀県農畜水産物輸出戦略にそって、生産者や関係団体、ジ

ェトロ等と連携し、ターゲット市場や重点品目等の生産状況に

応じた戦略的なプロモーションを実施することで、海外市場で

の県産農畜水産物の認知度向上、販路開拓を促進する。   

 

 

 

 

３ 強める！ブランド力「滋賀の食材」発信事業     5,324 

 

地域が一体となってブランド化を進める品目について、地理

的表示（ＧＩ）などの知的財産の取得を促進するとともに、登

録産品の取組等を発信することで、「滋賀の食材」のブランド力

強化を図る。 

 

 

 

 



                                                                                     単位：千円 
 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額）

説            明 

 

地産地消推進・流通促 

進事業費 

 

20,822 

        (15,683) 

 

国       6,418 

 

繰         750 

 

 ○一      13,654 

 

１「おいしが うれしが」キャンペーン推進事業      1,719 

    

地産地消の推進を図るため、「おいしが うれしが」推進店

への登録の呼びかけ、情報発信等を行う。あわせて、生産者と

推進店の連携をより強化するための食材交流会を開催する。 

 

 

 

創２ 「おいしが うれしが」食のおもてなしプロジェクト実践支

援事業                     7,578 

 

平成30年に予定されている大型観光キャンペーンに向けて、

生産者団体等と宿泊施設等がつながって、観光客に県産食材の

魅力や生産者の想いを伝える「食のおもてなし」を行うことで、

県産食材の利用促進と生産意欲の向上を図り、県産食材の生産

振興につなげる。 

 

 

 

３ しがの地産地消・食育推進事業           3,512 

 

市町や民間団体等が各地域で行う食育体験等の取組を支援す

るとともに、県域で事例報告や情報交換等を行うことにより、

地産地消を核とした食育を推進する。 

 

 

 

４ もっと食べよう「近江米」！県民運動推進事業     4,700 

 

関係団体等と連携し、近江米の消費拡大に向けた県民参加の

運動を展開するとともに、直売所、飲食店などに働きかけ、中

食・外食での近江米の利用促進に取り組む。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 



 単位：千円 
 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

農地流動化促進対策費 

 

375,814 

     (1,943,839) 

 

国    208,189 

 

財        189 

 

繰   135,727 

 

○一   31,709 

 

 

効率的・安定的な農業経営を目指す担い手への農地の利用集積

を促進する。 

 

１ 農地中間管理事業推進費               117,643 

 

担い手への農地集積と農地の面的集積をさらに加速するため、 

農地の中間受け皿となる農地中間管理機構の活動を支援する。 

 

 

２ 農地中間管理事業促進費                     257,982 

 

農地中間管理機構を通じて農地の集積に協力する農業者や地

域に助成を行う。 

 

 

 

 

しがの担い手育成総合

事業費 

  

       461,436 

       (558,514) 

 

国    429,298 

 

○一    32,138 

 

地域農業を支える担い手の育成や新規就農者の確保対策を総合

的に実施する。 

 

１ ｢人｣と｢地域｣が織りなす滋賀の農業･農村活力創造プロジェク

ト                              7,500 

 

地域農業戦略指針を活用し、集落が地域の実情に応じた今後

の農業・農村の目指す姿を定め、その実現に向けた活動が行え

るよう、農業者、関係者が一体となった取組を展開するととも

に、実践に向けた支援を行う。 

 

 

                                                      

２ しがの担い手体質強化総合支援事業費            218,974 

 

(1) 集落営農経営発展総合支援事業費            25,480 

集落営農組織の発展段階に応じて、組織化・法人化から経

営の拡大・継続などの取組を支援する。                   

                        

 

 

(2) 経営体育成支援条件整備事業費           180,000 

人・農地プランに位置付けられた中心経営体等の農業用機

械等の導入に対し助成する。 

 

 

 

 

 

 



単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

   

創３ しがの農林水産業就業促進事業費                  3,200 

 

若い世代に就農・就業について情報を得る機会を提供し、農

林水産業への関心を高め、新たな人材を確保する。 

 

 

 

４ 青年農業者等育成確保推進事業費          8,975 

 

就農に向けて、相談から定着に至るまでの一貫した支援体 

制を整え、次代の優れた本県農業の担い手の育成確保を図る。 

 

 

 

５ 新規就農者確保事業費                         216,521 

 

(1) 準備型青年就農給付金支給事務補助金         57,697 

就農予定者（45才未満）に対し、技術習得等を図る研修の

期間に応じて、準備型青年就農給付金を助成する（最長２年）。 

 

 

(2) 経営開始型青年就農給付金支給事務補助金      158,724 

農業経営を開始した青年就農者（45才未満）に対し、就農

初期（最長５年）の経営の安定を図り定着を促進するため、

経営開始型青年就農給付金を助成する。 

 

 

○新 ６ しがの農業経営塾開催事業費            4,500 

農業法人等における農業経営力や人材育成力を強化するた

め、経営ノウハウや組織運営法を学ぶ場を提供し、滋賀県農

業界を牽引するトップランナーを育成する。 

 

 

 

 

経営所得安定対策推進

事業費 

 

173,615 

       (166,951) 

 

国     156,463 

 

 ○一      17,152 

 

認定農業者や集落営農など担い手の農業経営の安定等を図る

ことを目的として実施される経営所得安定対策の円滑な推進を

図る。 

 

１ 経営所得安定対策推進事業                  173,615 

  

  (1) 県農業再生協議会事業補助金(１団体)          14,519 

 

(2) 市町域経営所得安定対策推進事業補助金(19市町) 157,463 

 

 

 



単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

６次産業化ネットワー

ク活動事業費 

 

93,310 

(70,982） 

 

国      86,810 

 

 ○一       6,500 

 

  農林漁業者と多様な事業者が連携する６次産業化のネットワーク 

化を促進し、経営発展や地域活力の向上を図る。 

 

１ ６次産業化ネットワーク活動推進事業         17,250 

 

６次産業化の推進体制を整備するとともに、市町や農林漁業

者が行う６次産業化のネットワークによる新商品開発や販路開

拓などの取組、市町が行う戦略策定の取組を支援する。 

 

 

 

２ ６次産業化ネットワーク活動整備事業       63,060 

 

６次産業化総合化事業計画の認定者等や市町が実施する農林水

産物の加工・販売等に係る機械等の整備を支援する。 

 

 

 

○新 創３ 農林水産業新ビジネス創造支援事業        13,000 

 

農林水産業を基盤とした新ビジネスを生み出すことを目的

に、農林水産業者や商工・観光等事業者、大学等が参画する農林

水産業新ビジネス創造研究会を母体としたイノベーションを起

こす取組を発掘・支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

農業改良普及活動事

業費 

 

          

6,540 

        (5,200) 

 

○一       6,540 

 

 

○新 協１ 女性の力を活かしたアグリビジネス創出事業  6,090 

 

アグリビジネスに取り組む女性を対象に、アグリカフェや

アグリビジネス体験、女性経営力向上研修などを実施し、農

業分野における女性の活躍を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

産地競争力の強化対

策費 

                                                           

 

439,209 

      (620,479) 

 

国     311,518 

 

諸     127,212 

 

○一         479 

 

 

多様化している消費者・実需者ニーズを踏まえた国産農産物

の安定供給体制の整備を図る。   

 

１ 産地競争力の強化対策事業費            438,730 

 

(1) 産地競争力の強化対策事業             311,518 

消費者・実需者ニーズを踏まえた国産農産物の安定供給

体制を図るため、生産・経営から流通までの産地競争力の

強化に必要な施設の整備に対し助成する。 

 

 

(2)産地パワーアップ事業             127,212 

産地における収益力向上に向け、高性能な機械・施設の

導入や集出荷施設の整備等に対し助成する。 

 

 

 

 

しがの水田フル活用

総合対策事業費 

 

                                                      

 

31,292 

    (33,292) 

 

○一      31,292 

 

 

平成 30 年産からの米政策の見直しによる米・麦・大豆の流通

環境の変化に対応するとともに、水田のフル活用を推進するた

め、米・麦・大豆等の生産対策を総合的に実施する。 

 

１ しがの水田フル活用推進事業             15,064 

 

(1)攻めの近江米ブランド確立支援事業          3,750 

近江米ブランドを確立するため、近江米振興協会が実施

する「特Ａ取得プロジェクト」や食味コンクールの開催に

ついて支援する。 

 

 

 

 (2)しがの酒米安定生産技術の確立             500 

       「滋賀渡船６号」の栽培改善や良質な酒米品種の選定を行

う。 

 

 

 

２ みんなが育てる「みずかがみ」ブランド支援事業 15,414 

 

「みずかがみ」を「守り、育てる」生産者自らの組織的な

活動やマスメディアを活用したＰＲ活動などを支援し、近江

米ブランドをけん引する中核品種に育て、近江米全体の安定

的な需要の確保を図る。 

 

 

 



単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

園芸特産振興対策費 

 

54,005 

       (57,525) 

 

国       7,850 

 

○一      46,155 

 

 

消費者ニーズに対応できる野菜、果樹、花き、茶等の園芸特産

物の産地育成を推進するとともに、生産団体の活動を強化するこ

とにより園芸作物の振興を図る。 

 

１ 力強いしが型園芸産地育成支援事業          37,400 

 

園芸作物の産地化に向けて、地域の創意工夫をこらした取

組に対し、支援を行い、水田農業経営の安定および多様な園

芸生産を図る。 

 

 

創２ 新たな消費者ニーズの創出で「近江の茶」産地改革支援事業

                          4,100 

 

各地域の産地戦略を策定し、消費者や実需者のニーズを捉

えた茶の生産拡大、有利販売により、「近江の茶」の産地活性

化を図る。 

 

 

 

獣害対策推進プロジ

ェクト事業費 

 

152,810 

(202,925) 

 

国     151,200 

 

○一       1,610 

 

 

野生獣による農作物等の被害に対し、市町や関係団体ととも

に、集落ぐるみによる被害対策を強力に推進し、被害の軽減と

地域の活性化を図る。 

 

１ 集落ぐるみ獣害対策促進事業              152,040 

 

被害防止技術の実証・普及や被害防止活動の中心となる人材

育成を支援するとともに、市町が作成する被害防止計画に基づ

く活動や侵入防止施設等の整備を支援することにより、集落ぐ

るみの総合的な被害防止対策を推進する。 

 

 

 

環境こだわり農業推

進事業費 

 

717,784 

      (604,876) 

 

国     475,723 

 

○一     242,061 

 

環境保全型農業直接支払交付金を活用し、環境こだわり農業の

取組を支援するとともに、県内外の消費者に対して、環境こだわ

り農業の理念や取組についての理解促進と利用の拡大を図る。 
 

１ 環境こだわり農業支援事業                  701,723 

 
     (1) 環境保全型農業直接支払交付金             664,740 

環境こだわり農業の実践に加え、地球温暖化防止や生物

多様性保全等に効果の高い営農活動に取り組む場合に、国、

市町とともに支援を行う。    
 
 
 



単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

                                                                                    

 

  

○新 ２ 環境こだわり農業の深化プロジェクト事業    2,500 

  環境こだわり農業の深化に向け、有機農業等を含めた環境こだ

わり農産物の新たな推進方策の検討、および有機農業等の栽培技

術の体系化を行う。 

 

 

 

○新 ３ 「日本一の環境こだわり農業」発信事業          9,343 

  滋賀県の環境こだわり農業の取組が日本一の取組で、生産者

が琵琶湖のために努力していることを全国に発信し、環境こだ

わり農産物のブランド力向上・消費拡大を図る。 

 

 

 

 

 

【農業技術振興セン 

ター】 

 

試験研究調査指導費 

 

 

 

41,649 

       (40,553) 

 

財      24,458 

 

諸       1,638 

 

○一      15,553 

 

 

 

 

 

生産現場で抱える課題や行政施策推進上の課題等の解決に向

けた研究開発を行う。 

 

○新 １ 水田転換畑でのキャベツ栽培を中心とした省力・軽労栽培 

体系の確立                                     1,014 

 

省力・軽労で業務用キャベツを栽培できるように、中耕・

追肥作業の機械化および収穫機の特性に合わせた栽培体系を

確立する。 

 

 

 

 

○新 ２ 関西仏花および組花加工向け花材の栽培方法の確立  987 

 

農産直売所や花加工業者の需要に応えるため、仏花および

組花加工向け花材の生産技術を確立する。 

 

 

 

 

 

 

 



                                                                                   単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【畜産課】 

 

畜産収益力強化対策

事業費 

 

 

14,484 

(287,898) 

 

諸     14,084 

 

○一         400 

 

 

 

１ 畜産収益力強化対策事業             14,484 

 

畜産クラスターの仕組みを活用して地域ぐるみで収益性を

向上させる取組に対し、地域における連携のコーディネート活

動や、中心的な役割を担う経営体等の施設整備に対し支援す

る。 

 

 

 

 

肉用牛振興対策費 

 

75,715 

(140,856) 

 

財       9,828 

 

諸         549 

 

○一      65,338 

 

 

肉用牛の生産基盤の拡充を図るとともに、牛肉の品質向上と安

定供給を促進し肉用牛経営の維持・安定を図る。 

 

○新 １ キャトル・ステーション運営費                31,300 

 

和牛子牛の哺育・育成を担う生産拠点施設（キャトル・ステ

ーション）の運営のため、和牛胚の安定生産に必要となる繁殖

素牛を導入する。 

 

 

 

２ 繁殖和牛増頭支援事業                         7,500 

 

 近江牛の生産基盤を安定化するため、繁殖雌牛増頭に対す 

る支援を行う。 

 

 

 

３ 遊休施設等活用支援事業                       7,750 

 

 近江牛の生産基盤の拡大を図るため、近江牛を増頭するた 

めの遊休施設等を活用した施設整備に対する支援を行う。 

 

 

 

４ 「近江牛」ブランド力磨き上げ事業                 215 

 

近江牛と他のブランド牛の差別化を図るため、地理的表示保

護制度登録に向け、地域と結びついた近江牛の生産体制を構築

するための取組を実施し、近江牛ブランドの磨き上げを図る。 

 

 

 

 



単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

                     

家畜畜産物流通対策

費 

 

12,397 

(56) 

 

国    6,170 

 

使           6 

 

○一       6,221 

 

 

創１ 近江牛魅力発信事業                12,341 

 

国際的な視点に立ち近江牛のブランド価値の向上を図るた

め、東京における近江牛の魅力発信と訪日外国人向けインバウ

ンド観光を実施する。 

 

 

 

 

酪農振興対策費 

 

     7,953 

(8,824) 

 

○一       7,953 

 

 

１ 乳用牛ベストパフォーマンス実現支援事業     5,909 

 

高能力牛群の整備および暑熱ストレスの低減により乳牛の

生産性、特に繁殖成績の向上を図る。加えて、指導者および技

術者等を対象とした研修会を開催し、現場指導力を強化する。 

 

 

 

                     

食肉流通機構整備推

進費 

 

749,862 

(701,026) 

 

諸   330,000 

 

○一     419,862 

 

 

１ 食肉流通機構整備推進事業                    749,862 

 

衛生的・効率的な食肉の生産流通施設である滋賀食肉センタ

ーの円滑な運営が図られるよう業務運営主体等の取組を支援

することで、消費者に対し安全で安心な食肉を安定的に供給す

るとともに、近江牛をはじめとする本県畜産の振興を図る。 

 

(1) (公財)滋賀食肉公社施設整備資金借入償還金等補助金  

 139,576 

 

 

 (2)“安全・安心”しがの畜産物流通促進事業費補助金 

                          15,297 

 

 

 (3) 滋賀食肉センター基盤維持対策事業補助金      189,912 

 

 

 (4) 滋賀食肉センターアセットマネジメント緊急支援事業補助 

金                                     52,800 

 

 

(5) (株)滋賀食肉市場経営円滑化資金貸付金      330,000 

 

 

 

 



単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

  

 

 

 (6) (公財)滋賀食肉公社・(株)滋賀食肉市場経営高度化支援事業

費補助金                    10,000 

 

 

 (7) 経営環境悪化緊急対策事業費補助金        8,336 

 

 

 (8) と畜解体技術向上支援事業費補助金        2,000 

 

 

 (9) “安全！・おいしい！”滋賀の食肉普及啓発事業委託料 

1,200 

 

 

 

                     

自給飼料生産総合振

興対策費 

 

11,802 

(11,954) 

 

○一      11,802 

 

 

飼料自給率の向上を図るため、耕畜連携による飼料作物の生産

拡大を促進する。 

 

１ 地域の飼料を活用した「しがの畜産物づくり」推進事業 

                           2,948 

 

耕畜連携による県内自給率を高めるため、集落営農組織等で

の稲わら収集供給体制を築く。また、稲発酵粗飼料や飼料用米

の利用拡大のため現場での長期保管技術の実証を支援する。 

 

 

 

【畜産技術振興セン 

ター】 

 

運営費 

                                                  

 

 

 

163,026 

(64,544) 

 

財      13,175 

 

繰      395 

 

起      99,500 

 

○一      49,956 

 

 

 

 

長１ 畜産技術振興センター施設整備事業        103,495 

 

畜産技術振興センターの放飼繁殖牛舎および放牧場整備、

繁殖牛舎の建設等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

育成牧場運営費 

 

53,415 

(53,771) 

 

財      50,667 

 

○一       2,748 

 

１ 高品質近江牛づくり推進事業                   43,763 

 

畜産技術振興センターで生産した高品質の雌子牛を農家へ

譲渡するため、育成牧場での優良繁殖雌牛の整備と効率的な改

良を図る。 

 

 

 

 

試験研究調査費 

 

 

26,338 

(45,556) 

 

国       2,459 

 

財      20,868 

 

諸         200 

 

○一       2,811 

 

 

   環境との調和を図りつつ、安全安心で高品質な畜産物を安定

的に消費者に届けるため、生産現場に直結する実用的な技術開

発や家畜等の改良を推進する。 

 

○新 １ 乳牛への効果的な定時授精法の確立              4,905 

 

乳牛の繁殖性改善のため、定時授精法を活用した性判別精液

の受胎率向上および農家フィールドにおける定時授精法の効果

や課題の検証を行い、乳牛の繁殖性向上に向けた効果的な定時

授精法を確立する。 

 

 

 

○新 ２ 水田の効率的活用による自給飼料生産拡大技術の確立 

       1,000 

 

水田を有効に活用した稲発酵粗飼料および飼料作物の生産拡

大のため、滋賀県に適した飼料用稲専用品種の選定と高品質安

定生産技術の確立および飼料用稲と飼料作物の１年２作体系に

よる自給飼料生産技術を確立する。 

 

 

 

○新 ３ β-カロテン強化飼料給与による黒毛和種の繁殖・免疫機能

改善技術の確立 

                     3,194 

 

分娩前後の黒毛和種繁殖牛にβ‐カロテン量を高いレベルで

確保する強化飼料を給与し、繁殖機能改善および初乳成分の改

善、さらに子牛の発育状況を検証し、農家フィールドにおける

効率的な素牛生産体系確立に向けた技術指導に活用する。 

 

 

 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【水産課】 

  

水産基盤整備事業費 

 

  

375,356 

(373,315) 

 

国    181,000 

 

繰       7,610 

 

起     180,700 

 

○一       6,046 

 

 

 

 １ 水産基盤整備事業                           369,390 

  

在来魚介類の産卵繁殖場を回復させるため、ヨシ帯および砂地

の造成を行い、水産資源の増大を図る。 

 

    ・琵琶湖Ⅱ期地区（湖西工区）  ヨシ帯造成：1.3ha 

      ・琵琶湖Ⅱ期地区（下笠沖工区） 砂地造成 ：5.0ha 

 

 

 

 

  

流通対策費 

  

22,580 

(5,166) 

 

 国       8,923 

 

繰       3,326 

 

○一      10,331 

 

  

 

○新 創１ 琵琶湖の魚消費拡大ＰＲ事業           21,380 

 

「琵琶湖八珍」をはじめとする湖魚をより身近に魅力的に感じ

ることのできる機会を創出することで、湖魚の消費拡大を図る。 

 

 

(1)びわ湖の食文化継承促進           10,607 

     学校給食への湖魚食材の提供や体験学習会の開催を通し

て、「びわ湖の魚を食べる」食文化の継承を図る。 

 

 

 

(2)うごく！「琵琶湖八珍」食堂          7,447 

     琵琶湖とともに「琵琶湖八珍」を楽しむことのできる機

会を創出し、多くの消費者に「琵琶湖八珍」の魅力を伝え

る。 

 

 

 

(3)「琵琶湖八珍」ブランド化事業         3,326 

   「琵琶湖八珍」の観光資源としての定着を図るため、飲

食店、旅館など事業者による活用の促進と、観光客や消費

者への利用訴求を展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



単位：千円 
 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

水産有害生物対策事

業費 

 

85,511 

(75,021) 

 

国      12,239 

 

○一      73,272 

 

 

 

１  有害外来魚ゼロ作戦事業                        70,906 

 

外来魚ゼロを目指し、捕獲駆除や繁殖抑制を中心に、総合的

な事業を展開する。 

 

     (1) 外来魚駆除促進対策事業費補助金             51,150 

漁業者による外来魚駆除に対して捕獲経費を助成する。 

          駆除量：310 トン 

 

 

(2) 外来魚回収処理事業費補助金                   6,722 

     捕獲された外来魚の回収と有効利用に係る経費を助成す

る。 

 

 

(3) 外来魚産卵期集中捕獲事業                 5,504 

     電気ショッカーボートによる外来魚駆除について、漁業

者が行えるようにするための体制整備を図るとともに、駆

除効果の調査を行う。 

 

 

(4) 外来魚駆除フォローアップ事業                 6,515 

     漁業者による駆除が低調な時期に県主導による駆除を行

う。 

 

 

 

 

２ カワウ漁業被害防止対策事業                  14,605 

 

   漁業被害軽減のため、漁場や営巣地において被害防除対策を実

施する。 

 

(1) カワウ営巣地対策事業費                12,336 

           カワウ生息数を低減するため、営巣地での銃器駆除を 

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                         単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

多様で豊かな湖づく

り推進事業費 

 

65,769 

(54,592) 

 

国      12,984 

 

 繰       1,700 

 

諸       7,502 

 

○一      43,583 

 

 

１ 多様で豊かな湖づくり推進事業費           64,069 

 

 

   創(1) ニゴロブナ栽培漁業推進事業               24,541 

         栽培漁業の中核的魚種であるニゴロブナ種苗を生産放

流するとともに、放流効果を調査する。 

        20mm サイズ種苗：800 万尾 

       120mm サイズ種苗：90 万尾 

 

 

 

     (2) 多様な水産資源維持対策事業                6,257 

     琵琶湖固有種であるビワマスや、ウナギの種苗放流に

対して助成する。 

       ビワマス種苗：70 万尾 

        ウ ナ ギ種苗：1,000 ㎏ 

 

 

 

      (3) アユ等水産資源維持保全事業                32,021 

 

       ①人工河川管理運用事業                      30,008 

        産卵用人工河川を稼働し、効果的にふ化したてのアユ 

を琵琶湖に流下させ、アユ資源の安定維持を図る。 

        養成親魚：８トン 

        天然親魚産卵繁殖対策：４トン 

 

 

 

(4) セタシジミ親貝放流技術開発事業         1,250 

     セタシジミの親貝を放流することによる資源造成技術 

を開発する。 

 

 

 

 

          

河川漁業振興費 

 

4,100 

(4,111) 

 

○一       4,100 

 

 

○新 １ 川の魅力まるごと体感事業                     1,100 

 

     河川漁業の振興のため、河川漁業への県民の理解の促進と遊 

漁者の増加に向けた取組を実施する。 

 

 

 

 



単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

水産業改良普及事業

費 

 

9,438 

(22,688) 

 

国       4,858 

 

○一       4,580 

 

 

創１ しがの漁業担い手確保事業                   8,400 

 

琵琶湖漁業の担い手確保を図るため、新規就業に関する相

談・受け入れ窓口業務、実地研修の講師（漁業者）登録、実

地研修の実施、傷害保険加入などの業務に一括して取り組む

「しがの漁業技術研修センター」を運営する。 

 

 

 

 

 

ホンモロコ資源緊急

回復対策事業費 

 

16,716 

(17,356) 

 

諸       4,179 

 

○一      12,537 

 

 

１ ホンモロコ資源緊急回復対策事業               16,716 

 

厳しい資源状況にあるホンモロコを回復させるため、水田を

活用した効率的な稚魚の生産放流により、緊急的な資源回復を

図る。 

 

 

 

 

                                     

琵琶湖漁業再生ステ

ップアッププロジェ

クト事業費 

 

 

 

53,168 

(63,866) 

 

○一      53,168 

 

 

１ 「琵琶湖漁業再生ステップアップ」プロジェクト事業 

                                                   53,168 

 

赤野井湾を本プロジェクトの最重要拠点と位置付けてモデル

指定し、南湖水域では水草除去や外来魚駆除、種苗放流による

水産資源の回復、漁場の再生を図り、北湖水域では産卵繁殖場

の機能改善による水産資源の増大を図る。 

 

 

 

【水産試験場】 

 

試験研究調査費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22,361 

(25,836) 

 

国       4,448 

 

諸     1,525 

 

○一      16,388 

 

 

 

 

水産行政が直面する重要課題の中で、特に技術的解明が急がれ

る事項について、重点的かつ積極的に調査研究を行う。 

 

１ 養殖場防疫・疾病対策事業             3,230 
 

   アユに発生している冷水病のワクチン実用化研究や、近年、新

たに発生しているエドワジエラ・イクタルリ感染症の天然水域で

の動向把握などアユの疾病対策について総合的に取り組む。 

 

 

 

 



単位：千円 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ 琵琶湖生態系修復総合対策研究           3,155 

 

   琵琶湖漁業の生産基盤である多様な琵琶湖の生態系に大きな

歪みが生じているため、琵琶湖本来の生物多様性（種多様性・遺

伝子多様性）に配慮しながら、琵琶湖の生態系を総合的に修復す

る技術を開発する。 

 

 

 

３ アユ資源・漁獲情報発信高度化研究        4,300 

 

   アユのふ化日を詳細に把握することにより、ふ化時期の違いと

漁獲の時期や量との関係を明らかにするとともに、他の資源調査

データと連動させて、精度の高い資源・漁獲動向予測技術を確立

させる。 

 

 

 

４ 外来魚駆除対策研究               3,651 

 

     オオクチバスのリバウンド現象の原因解明と未成魚駆除技術

の開発、コクチバスとチャネルキャットフィッシュの生息状況の

把握と効率的な駆除技術の開発、外来魚駆除効果の評価のための

外来魚生息量の推定等を総合的に行う。 

  

 

 

 

 

調査指導費 

 

1,214 

(1,214) 

 

国         812 

 

 ○一     402 

 

１ 特産マス類資源の保全と活用に関する調査・研究    1,214 

 

     本県特有のマス類の漁業と養殖業の振興を図るため、在来マス

類資源の増殖および地域特産種としてのビワマス養殖業への普

及を行うための研究を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                          単位：千円 
 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【耕地課 
  ・農村振興課】 

 

 土地改良公共事業 

 

 

 

      5,452,041 

     (4,680,990) 

 

 

 国  3,275,566 

 

 分    848,364 

 

 繰    6,630 

 

諸     2,000 

 

 起   1,229,900 

 

○一      89,581 

 

 

 

農業生産基盤、農村生活環境基盤の整備事業および農地、農業

水利施設の防災事業。 

 

  補助公共事業 

事  業  名 箇所数 予 算 額 

 

県営かんがい排水事業 

 

  20 

 

2,728,790 

 

県営経営体育成基盤整備事業 

 

   9 

 

 538,105 

 

県営農道整備事業 

 

   4 

 

     74,550 

 

県営中山間地域総合整備事業 

 

   1 

 

   157,500 

 

県営みずすまし事業 

 

   1 

 

    32,550 

 

団体営土地改良事業 

 

  92 

 

 1,009,909 

 

県営農村振興総合整備事業 

 

   2 

 

    52,710 

県営農村地域再生可能エネル

ギー施設整備事業 

 

 1 

          

100,905 

 

団体営農村整備事業 

 

     4 

 

     27,097 

 

県営農地防災事業 

 

  12 

 

    528,213 

 

団体営農地防災事業 

 

  17 

 

    140,012 

 

県営地すべり防止対策事業 

 

   2 

 

    31,700 

 

 

  単独公共事業 

事  業  名 箇所数 予 算 額 

 

単独小規模土地改良事業 

 

  29 

 

     30,000 
 



                                        単位：千円 
 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

中山間地域等直接支 

払交付金 

 

      192,353 

       (188,627) 

 

 国    112,060 

 

○一      80,293 

 

１ 中山間地域等直接支払交付金                   188,516 

 

中山間地域等における耕作放棄地の発生を防止し、農業・農

村の多面的機能を確保する観点から、農業生産活動等を行う農

業者に対し、交付金を交付する。 

 

 

 

 

都市農村交流対策事 

業費 

 

3,195 

(5,893) 

 

国      2,500 

 

 財        145 

 

○一        550 

 

 

１ 都市農村交流対策事業費                         2,645 

 

都市農村交流に取り組んでいる地域に対して、事業効果を高

めるための助言等の支援を行うとともに、農村地域の魅力を発

信する。 

 

 

 

２ しがの里をめぐるものがたり応援事業        550 

 

農村地域が滋賀県の周遊観光の一翼を担える体制づくりを目

指すため、多彩な農村資源の磨き上げ（様々な体験メニューの

開発等）支援や地域活動支援体制の構築を図る。 

 

 

 

 

アセットマネジメン 

ト推進対策費 

 

 

 

       53,987 

        (46,872) 

 

 国     20,300 

 

○一      33,687 

 

１ アセットマネジメント推進対策費             31,031 

 

アセットマネジメントの取組強化に向けた土地改良施設の診

断・管理指導や、管理に関する苦情・紛争の調停等に対する指

導などに対して支援する。 

 

 

 

○新 ２ 防災・減災連携事業                   21,600 

 

農業水利施設の被災等による地域の暮らしや農業生産への影

響、多面的機能の喪失等を最小限にくい止めるため、施設管理

者による防災・減災計画の策定やため池の管理体制の強化など

安全対策の実施等に対して支援する。 

 

 



単位：千円 
 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

           

 土地改良施設管理事 

 業費 

 

531,788 

(523,827) 

 

 国     264,230 

 

諸       1,200 

 

○一     266,358 

 

  １ 国営造成施設管理体制整備促進事業費        238,435 

 

国営およびこれと一体的に県営で造成された農業水利施設に

おいて、多面的機能の発揮、環境への配慮および安全管理の強

化等に対応した管理体制の整備を促進する取組に対し支援す

る。 

 

 

 

  ２ 基幹水利施設管理事業費補助金         194,834 

 

国営事業で造成された一定規模以上の基幹的な農業水利施設

のうち、市町が管理する施設の維持管理の一部を支援する。 

 

 

 

３ 土地改良区運営支援事業費補助金          11,627 

 

施設の老朽化対策の費用負担や度重なる電気料金の値上げ等

により逼迫する土地改良区の運営に対して支援する。 

 

 

 

 

 

 

ふるさと・水と土保 

 全対策費 

 

       7,778 

     (7,898) 

 

 財       1,513 

  

寄         100 

            

繰       6,165 

           

                             

１ ふるさと・水と土保全対策費                    3,611 

  

多様な住民の共同による地域の魅力を高める活動の支援や中

山間地域の現状調査を行い、農村地域力の向上を通じた多面的

機能の発揮や農村の活性化を図る。 

 

 

 

  ２ 棚田地域の総合保全対策費                       3,067 

 

豊かな自然環境を有する棚田地域を保全するため、都市のボ

ランティアと棚田地域とのネットワークを構築し、住民主体に

よる継続的な棚田保全活動を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



単位：千円 
 

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

びわこ流域田園水循 

環推進事業費 

 

      7,200 

         (5,250) 

 

 ○一       7,200 

 

  １ 農業排水循環利用促進事業                5,200 

 

農業排水を再利用する循環かんがい施設等の機能をより高度

に活用する事業主体に対して、掛かり増し経費を支援する。 

 

     

 

 

 みずすまし構想推進 

 事業費 

 

5,548 

(9,497) 

 

 繰       1,900 

 

○一       3,648 

 

  １ 琵琶湖とつながる生きもの田んぼ物語創造プロジェクト  

           2,800 

 

魚のゆりかご水田など豊かな生きものを育む水田づくりの取

組を拡大するため、地域取組組織のネットワーク化や出前授業

等を実施する。 

 

 

 

○新 ２ 「豊かな生きものを育む水田」普及促進事業       1,900 

 

豊かな生きものを育む水田づくりの取組について、県内外の

都市部へのＰＲ活動を実施する。 

 

 

 

 

国営土地改良事業費 

 負担金 

 

        852,589 

       (756,630) 

 

起     810,900

○一      41,689 

 

 

国営土地改良事業の施行に伴う、県の負担金を国に納付する。 

 

 

 

 

 

 

 

世代をつなぐ農村ま 

るごと保全事業費 

 

  1,163,777 

     (1,172,200) 

 

 国     794,288 

 

○一     369,489 

 

 １ 世代をつなぐ農村まるごと保全向上活動支援交付金  

1,108,467 

 

地域共同で行う農地・水路等の日常管理と農村環境を保全す

る活動および多面的機能の増進を図る活動、さらには施設の長

寿命化を図る取組等に対して支援を行い、農村地域力の向上を

図る。 

 

 

 

 

 


